
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

31.1.1 人 国　調 12.5 ％ 25.2 ％ 62.3 ％

30.1.1 人
22　年 3,072 人 6,585 人 16,139 人

増減率 ％ 国　調 11.9 ％ 25.5 ％ 62.6 ％

平成30年度 増減額

1. ① 21,955,624 △ 3,581,391 △14.0 ％

2. ② 20,364,373 △ 3,912,700 △16.1 ％

3. ③ 1,591,251 331,309 26.3 ％

4. ④ 899,528 294,865 48.8

5. ⑤ 691,723 36,444 5.6

6. ⑥ 36,444 △ 70,987

7. ⑦ 22,226 △ 6,332 △22.2

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 300,000 △ 1,850,000 △86.0 ％

10. △ 241,330 1,772,681 ％
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水道事業

農業集落排水事業

組合立国保成東病院事業清算事務

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

0

726,852

-

171,972

（総費用）

7,012,935

 122,267

4,798,9964,862,037

 -

568,161

0

歳　　出

346,189

264,947

161,685

78,831

585

184,621

6,034

63,041

-

1,113

 -

567,048

歳　　入

（総収益）

7,197,556

 128,301

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

604,663

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

5,546,927

13,900,261

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 11,208,008

翌年度に繰り越すべき財源

24,277,073

0繰 上 償 還 金

△6.9

住民基
本台帳

655,279

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

1,259,942

22年

25,537,015

51,935

52,701

△1.5

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

山 武 市

平  成  30　年  度

3,127
146.77

人口集中地区人口

22年国調

122378

第１次
56,089 355.8

対H29増減率

15,582 人

0.50

人

H30年度末の債務保証額又は損失補償額

107,431

△ 2,014,011

28,558

経 常 収 支 比 率

19,398,162

5,802,023

1,253,590

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 -

752,577

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 9.1

健　全　化　判　断　比　率

2,150,000

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成29年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

-

平18.3.27 成東町、山武町、蓮沼村、松尾町の新設合併

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

52,222 人 27年国調
人

人
-

471,632

124,079

226,831

95,299

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

425,020

277,116

161,685

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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H30普通交付
税 種 地 区 分

Ⅱ－１

番号

Ⅱ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

91.9

17,220,775

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

5.0

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

6,308

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成30年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

26.3 ％ 1.8 ％ 5,763,451 3,606,547 17.7 ％ △ 0.7 ％ 3,286,189

1.2 1.1 270,346 2,327,798 11.4 △ 0.1

0.0 △ 2.3 7,476 3,198,209 15.7 △ 3.0 984,896

0.1 △ 16.6 24,522 2,535,515 12.5 △ 0.7 2,446,965

0.1 △ 34.3 22,555 元 金 2,414,119 11.9 0.3 2,326,987

0.0 － 0 利 子 121,396 0.6 △ 17.7 119,978

0.0 － 0 0 0.0 － 0

4.1 9.7 911,137 9,340,271 45.9 △ 1.5 6,718,050

0.3 △ 2.0 60,466

0.0 － 0 2,906,047 14.3 2.4 1,858,258

0.4 △ 8.5 225,250 1.1 12.7 212,523

0.0 － 3,022,857 14.8 △ 5.9 2,518,758

0.1 11.7 18,570 1,510,818 7.4 △ 1.6

30.7 △ 1.8 0 0.0 皆減 0

28.0 △ 2.8 2,037,706 10.0 0.4 1,650,018

2.5 △ 1.5 17,532,131 86.1 △ 1.3 12,957,607

0.3 皆増

63.4 0.3 13,315,927 189,041 0.9 29.4

0.0 △ 9.7 8,228 2,286,915 11.2 △ 39.6

0.5 △ 6.2 0 592,055 2.9 △ 54.4

1.1 △ 4.8 20,648 1,677,201 8.2 △ 32.0

0.3 △ 1.5 1 0 0.0 －

9.2 △ 17.7 17,659 0.1 △ 16.9

0.0 － 0 15,290 0.1 537.9

5.5 △ 8.7 0 0.0 －

0.4 △ 0.4 0 2,302,205 11.3 △ 39.2

0.1 △ 41.1

4.2 △ 62.0 0 361,756 1.8 △ 86.0

4.2 △ 5.8 96,353 0.5 △ 6.0

3.9 △ 3.2 2,428 71,928 0.4 136.2

7.2 △ 48.1 0 0.0 －

0.0 － 20,364,373 100.0 △ 16.1

3.4 △ 2.3 266,615 1.3 17.0

100.0 △ 14.0 13,347,232

1.5 △ 50.8

超過課税分収入済額 決算額

46.4 ％ 4.0 ％ 0 211,256 1.0 ％ △ 3.4 ％

所 得 割 37.2 0.5 0 2,973,843 14.6 △ 51.4

法 人 税 割 5.5 40.7 0 6,329,389 31.1 1.6

45.3 △ 0.2 0 1,873,923 9.2 1.3

土 地 11.9 0.9 0 3,027 0.0 16.4

家 屋 20.7 △ 4.9 0 789,502 3.9 △ 16.0

償 却 資 産 12.5 7.7 0 184,784 0.9 20.3

8.3 0.7 0 1,475,154 7.2 3.2

100.0 1.8 0 1,163,111 5.7 6.6

△ 10.5 2,809,579 13.8 △ 23.9

15,290 0.1 537.9

97.7 ％ 21.5 ％ 90.9 ％ 2,535,515 12.5 △ 0.7

市 町 村 民 税 97.9 23.5 91.2 0 0.0 －

固 定 資 産 税 97.3 19.5 89.7 0 0.0 －

89.7 20.5 64.9 20,364,373 100.0 △ 16.1

H30決算額 地方債

42,309 2,374,800

170,308 0

68,870 394,300

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

全体事業費の財源内訳

163,611

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

0

2,671,589

2,141,561

災 害 復 旧 費

723,149

480,097

農 林 水 産 業 費

商 工 費

1,191,144

5,763,451

1,518,524

消 防 費

教 育 費

683,959

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

316,366

2,611,765

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H29増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

76,819

6,744,755

8,228交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

6,139,869

経 常 的 経 費 小 計538,558

66,328

経 常 的 繰 出 金
6,139,869

79,993

245,694

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

積 立 金

18,570

21,955,624

構成比

特　　　 　　別

普　　　 　　通

分 担 金 及 び 負 担 金

2,028,033

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

1,574,200

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

916,618

投 資 的 経 費 小 計

決算額区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

929,942

854,849

地 方 債

合　　　　　　　計

329,393

11,841

1,206,872

うち臨時財政対策債 752,000

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H29増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

13,920,813一　般　財　源　計

0

101,722

地 方 税

24,522

22,555

地 方 譲 与 税 270,346

7,476

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

5,763,451

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 97,535

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0
97,535

物 件 費

60,466

0

義務的経費小計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

911,137

元 　利
償還金

補 助 費 等

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型山 武 市 Ⅱ－１

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H29増減率 構成比 対H29増減率区　　　　　分

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

931,579

1,856

125,200

270,461

95,754成東駅南側駅前広場整備事業 H26～H30 655,521

H25～R1 1,202,040

松尾駅周辺排水対策事業 H30～R４ 2,500,000

避難道路整備事業 0

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

道府県民税所得割臨時交付金 0

0

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分


